


























































































































































A 女性 C市 親より若いため、バカにされるのを承知で理解のない親に訪問して何度も説得してくれた。そして親を家族会へ紹介してくれたこと。
B 男性 B市 病気のことを分かってくれているという安心感を与えてくれること。
C 男性 B市 制度や施設利用において、自分にも理解できるよう丁寧に一緒に考えてくれたこと。
D 女性 C市 複雑そうな病院などとのやりとりを一生懸命してくれたこと。
E 男性 C市 簡単に決め付けず、親の見方になることもなく、よく聞いてくれるし、また訪問とかして欲しい時にすぐ動いてくれたこと。
F 男性 C市 目先のことだけでなく、周囲のことも考えてくれた上でアドバイスしてくれること。
G 男性 B市 市の人だからお堅い人かな…と思っていたが、普通に接してくれること。
H 男性 B市 いつも忙しそうなので遠慮して相談にあまり行ってないが、行くとしっかり向き合って話をｷいてくれること。
1 女性 B市 やさしくて親切で笑顔で接してくれること。
J 女性 B市 何度も分かるまで分かりやすく話してくれること。
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国と自治体の関係は従来の上下関係ではなく、対　　らす影響の1つとして、市町村精神保健福祉士の
等な役割分担とされ、自治体行政の画一性からの　　採用控えといった動向の生じることが懸念される
脱却が望まれるところであるが、交付税への依存　　ところである。
体質から脱却できない財政基盤の脆弱な市町村に　　　（3）保健師との専門性の相違点を打ち出す必要
とっては福祉行政の推進が危ぶまれる。　　　　　　　性
こうした懸念はすでに介護保険制度において顕　　　医療機関や社会復帰施設と異なり、行政機関に
著に見られる。山本12）は遅れをとる地方郡部の市　　おいては精神保健福祉士の必置が規定されていな
町村の例をあげ、「予算配分を工夫して、公共事　　いこともあり、保健師との役割分担が明確になっ
業から保健福祉分野へ市町村の重視する部分を大　　ていない。この問題は精神保健福祉業務が都道府
きく見直すなどの努力もなく、財源が乏しいこと　　県主体であった時代から自治体による程度の差が
を理由にして、国や都道府県に援助を請う姿勢が　　ありながらも’5）、現在に至って残存している問題
変わらないままでいる。」と述べている。こうし　　といえる。江畑は双方の職種が同一業務に携わる
た市町村にとっては、障害者福祉行政においても　　現状から、一つの指針として保健師と精神保健福
同様の状況の生じ得ることが予測されるため、精　　祉士双方の得意領域として図のとおり示してい
神保健福祉士の新規採用にまで議論が辿り着くも　　る16）。
のかは疑問である。　　　　　　　　　　　　　　　この図により、地域におけるさまざまなニーズ
（2）法的課題　　　　　　　　　　　　　　　　に対応していく上では、双方の職種が協働して業
障害者自立支援法による影響も今後の市町村精　　務を遂行していくことの望ましいことがうかがえ
神保健福祉士配置の促進を阻害する要因となる可　　る。しかしながら、それぞれの専門性の相違が見
能性が出てきている。法第77条に規定された市町　　えにくいことは確かであり、市町村精神保健福祉
村地域生活支援事業の必須事業に相談支援事業が　　士を配置しなければならない根拠が引き続き求め
位置づけられたが、相談体制の構築にあたって　　られよう。これは今後行政機関において精神保健
は、市町村が独自に整備するか、地方交付税を財　　福祉士の職域拡大を促進する上では大きな課題と
源とし、都道府県が指定した相談支援事業者に委　　して残るものである。
託することができることとなっている13）。そのた　　　（4）人事システムとの折り合いの問題
め、市町村によっては指定相談支援事業者への相　　　秋山はわが国の行政機関職員の実態について、
談委託を行うことで、現行職員を増員させること　　「本人の職業的アイデンティティよりも、それを
なく業務を遂行していく方針をとる状況が実際に　　無視した強制的な『配置転換』に対応できる柔軟
見受けられる。委託を含めた相談体制の形態は地　　な融通性や適応力を持つ方が、公務員として出世
域によってさまざまといえるが’4＞、現行法がもた　　できるという、『専門性無視』の官僚制度の中に
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図　保健師と精神保健福祉士の役割関係
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置かれている」17〕と述べており、行政機関におけ　　たいくつかの課題を乗り越えるかどうかは、自治
る人事システムはスペシャリストの育成を阻む体　　体職員の意識次第であるといっても過言ではな
質であることを示唆している。また、大森’8）は　　く、彼らの意識変革には職能団体や教育機関によ
「人事システムは住民の与り知らぬ領域であると　　る関係づくりと働きかけが不可欠であろう。
されてきた。住民側からみれば、今まで良好な関　　　すでに精神保健福祉士を配置している自治体に
係にあった職員が別のところに異動し、事情がわ　　あっては、組織が専門職を採用したことにより安
からない職員が配置されるということが起こるか　　堵してしまうと、担当業務のすべてが「専門職ま
ら、人事が住民との関係を考慮せずに行われてい　　かせ」になっていく危険性を孕んでいることは否
る。」と指摘しており、職員人事の問題について　　定できない。管理部門は福祉行政の推進にあた
はあくまで組織内部の管理事項にすぎず、住民の　　り、組織一体となって取り組むことが前提である
口を挟む余地のないことがうかがえる。行政機関　　ことを認識しつつ、福祉専門職という人材をどう
は住民から徴収した税金に基づいて公務を行う機　　活用していくのか、いわば長期的なビジョンが問
関でありながら、サービス利用者である住民の意　　われていることを忘れてはならないものであろ
向が反映されない構造については疑問も多く残　　う。
る。これは官僚制がもたらす弊害であろう。
精神保健福祉士に限らず、福祉専門職枠による　　注
ソーシャルワーカーの配置は、こうした既存の行　　1）硯川眞旬「新社会福祉方法原論21世紀福祉メソ
政機関の人事システムにおいて、一線を画した存　　　ッドの展開」ミネルヴァ書房　1996．P．270
在であることは間違いない。都道府県行政におい　　2）障害者基本法の成立した同年には、公衆衛生審議
ては児童相談所や保健所等への配置により、長い　　　会総合部会意見の別紙であった「地域保健対策の基
時間を経て福祉専門職の存在が認知されてきてい　　　本的在り方について（1993）」が提出された。精神障
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　害者に関する身近で頻度の高いサービスについてはるが、異動が難しい福祉専門職の採用に慎重な姿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村における実施が必要としたことにより、以後勢をとっている市町村の中には、人事システムと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の精神障害者福祉が市町村業務と位置づけられるこいかに折り合いをつけていくべきかで足踏みをし　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　とに大きな影響を与えた。
ているところもあると考えられる。保健師はさま　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3）2003年1月1日現在における市町村精神保健福祉
ざまな保健・福祉部門への配置転換が可能であ　　　業務専従者614人のうち、精神保健福祉士資格取得者
り・行政機関における職種としての実績から・福　　　は145人であり、うち教育的背景を福祉と回答した者
祉専門職枠の採用を敬遠してしまう自治体がある　　　は59人であった。全国的に少数である。千葉喜文ほ
ことも事実ではないだろうか19）。精神保健福祉士　　　か「全国の市町村担当窓口専従職員配置状況につい
資格そのものの認知度を高めていくといった普及　　　て」財団法人全国精神障害者家族会連合会rRe一
啓発こそがまだまだ必要な段階にあることも理解　　　view』12巻2号（通巻46号）2003．　P．38
しておきたい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4）社団法人日本精神保健福祉士協会　2006年9月11
日JAPSW発第06－100号「市区町村、精神保健福祉
おわりに　　　　　　　　　　　　　　　　　　　センター及び保健所等への精神保健福祉士の配置に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　係る要望について」及び2006年9月29日JAPSW発第本稿はソーシャルワーカーの職域拡大にむけ、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　06－108号「前掲同題」精神保健福祉士を市町村に配置することの意義と　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5）武智秀之「行政過程の制度分析」中央大学出版部課題について考察した。市町村という歴史ある行　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1996．P．50
政組織において、精神保健福祉士の配置はまだ第　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ストリート・レベルの官僚とは、M・リプスキー
1歩を踏み出したばかりである。しかし・住民　　　が用いた表現であり、仕事を通じて市民と直接相互
サービスを敏感に受け止め・施策に反映させるこ　　　交渉し、職務の遂行で実質的な裁量を持つ公共サ＿
とのできるキーパーソンとしてますます重要と　　　ビスの従事者をさし、教員、ソーシヤルワーカー、
なってくることは確かであり、配置する意義の大　　　警官、保健婦、弁護士が含まれるとされる。武智は
きいことがうかがわれた。専門職枠の新設にむけ　　　これを引用している。裁量主義は、資源配分におい
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て不平等な選択を生み出す可能性も含まれているた　　　府県型保健所の保健師の業務体制は、地区分担制か
め、ジレンマに陥りやすいといった欠点も存在する　　　ら業務専任制へと移行した自治体もあり、精神保健
ことが指摘されている。　　　　　　　　　　　　　　福祉相談員（ソーシャルワーカー）は保健師と同担
6）秋山智久「社会福祉実践論」ミネルヴァ書房　　　　当に配置されることにより、双方が同一業務を行う
2000．P．200　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ことともなった。都道府県型保健所にあっても、保
7）池田陽子「市町村に勤めるPSWの実践」（社団）　　　健師が精神保健福祉士資格を取得し、精神保健福祉
日本精神保健福祉士協会『精神保健福祉』66vol．37　　　相談員の任命を受けているなど、自治体による相違
No．2　2006．　P．133～136　　　　　　　　　　　　　　　がある。秋元波留夫ほか「精神障害者のリハビリ
8）障害者自立支援法における支給決定事務は、厚生　　　テーションと福祉」中央法規　2000．P．96
労働省の基本的な考え方として、市町村自ら実施す　　16）江畑敬介「脱入院化時代のリハビリテーション」
ることが第一義的とされているため多くの市町村に　　　金剛出版2003．P．52
おいてケアマネジメントが実施されているが、ケア　　17）秋山智久「前掲書」　P．201
マネジメントを行う職員について寺田は、①利用者　　18）大森彌「地域福祉と自治体行政」ぎょうせい
との信頼関係の形成、②調整能力とリーダーシッ　　　2002．P．114
プ、③利用者ニーズと関係者ニーズの調整等の専門　　　　大森は、「人事担当部門は、毎年、年齢序列的なあ
性が求められることをあげている。寺田一郎「精神　　　てはめ人事に追われ、職場で仕事を通じて職員を育
障害者ケアマネジメントマニュアル」中央法規　　　　てていくために、どのような人事システムとその運
2000．P．73　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　用が必要なのかに関し、その工夫と思い切った改革
9）ルイーズC．ジョンソン・ステファンJ．アンカ著　　　に後れをとってきたこと」を付け加えている。
山辺朗子・岩間伸之訳「ジェネラリスト・ソーシ　　19）一定規模以下の市町村においては、精神保健福祉
ヤルワーク」ミネルヴァ書房　2004．P．495　　　　　　士の配置が1人というケースも珍しくはなく、命令
10）全国精神保健福祉相談員会編「精神保健福祉相談　　　系統が一般事務職のみで構成される傾向が見られ
ハンドブック」中央法規　2006．P．53　　　　　　　　　る。経験年数の浅い精神保健福祉士にとっては、
11）野中猛「図説精神障害リハビリテーション」中央　　　スーパービジョンの機会をどう得るか、どう創り出
法規2003．P．36　　　　　　　　　　　　　　　　　すかが大きな課題として残されたままである。ま
12）山本隆「福祉行財政論」中央法規　2002．P．156　　　　た、精神保健福祉業務を精神保健福祉士のみで担っ
13）坂本洋一「図説障害者自立支援法」中央法規　　　　ている市町村においては、精神保健福祉業務の困難
2006，P．101　　　　　　　　　　　　　　　　　　　性や特殊性ばかりが強調されてしまう可能性は否定
14）厚生労働省全国障害者福祉主管課長会議資料　　　できない。市町村における精神保健福祉士の職域拡
（2006年8月）によると、相談支援事業の形態は地　　　大をすすめる上ではこうしたアンチテーゼが存在す
域によって多様であることが示されている。①精神　　　ることを理解しておく必要があり、今後は社会福祉
障害者のみを対象とした形態、②3障害を対象とし　　　士の配置動向を視野に入れながら職域拡大を検討し
た総合相談をとる形態、③3障害に高齢者も加え地　　　ていくことが有効と考えられる。
域包括支援センターと連携した総合相談をとる形態　　　　栗原浩之・小野寺健「市町村業務における現状と
等が事例としてあげられている。　　　　　　　　　　　課題について」第48回日本病院・地域精神医学会抄
15）1994年に成立した地域保健法の施行を機に、都道　　　録集　2005．
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